
令和 4年度 私学助成園における 

処遇改善事業についての説明会 次第 
 

 

日時：令和 4 年 6 月 20 日（月） 

午後 2 時～午後 3 時 30 分 

                         会場：Zoom 会議 

 

 

１．開会の挨拶 

 

 

 

２．自己紹介 

 

 

３．議題 

  ①行政報告  

   文部科学省 高等教育局私学部 私学助成課長 八田 和嗣 様 

 

 

  ②政策委員長からの報告 

   全日本私立幼稚園連合会 政策委員長 水谷 豊三 

 

 

４．その他 

 

 

５．閉会 

 

 

 

 

 

 

 

全日本私立幼稚園連合会 
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政策委員会より

⼤切な3つの説明

①教育⽀援体制整備事業費交付⾦
②研修ハンドブックのE(保育実践)の問題
③処遇改善加算Ⅱの対象⼈数の問題
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①教育⽀援体制整備事業費交付⾦の問題

私学助成園の場合、9.000円の賃⾦改善の補助率が10⽉から
1/2になることの対応について。
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１．令和４年１０⽉から１２⽉の取扱いについて

○「教育⽀援体制整備事業費交付⾦（幼稚園の教育体制⽀援事業）」
の 補助期間を９⽉までとしていたところ、１２⽉まで延⻑されました。

○既に補助⾦を交付されている園は、１２⽉末までの延⻑する⼿続きが
必要になります。具体の⼿続きは、追って、所轄の都道府県から連絡
がありますので、遺漏ないよう対応してください。

○内閣府の事業と異なり、⽂部科学省は、毎⽉、新規の申請を受け付け
ています。
これまで「教育⽀援体制整備事業費交付⾦（幼稚園の教育 体制⽀援事
業）」の補助申請をしていなかった園は、まだ申請が間に 合いますの
で、これを機に申請を検討してください。
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２．令和５年１⽉から３⽉の取扱いについて

○国の「私⽴⾼等学校等経常費助成費補助⾦」で⽀援が⾏われますが、 当初の予定で
は、幼稚園負担 1/2 であったところ、「私⽴⾼等学校等 経常費助成費補助⾦」の
補助期間が短くなった（６か⽉→３か⽉）こ ともあり、幼稚園負担が 1/3 となる
よう、⽂部科学省から各都道府県 にお願いをしているようですので、各都道府県団
体において、幼稚園 負担の軽減を⾏っていただくよう、都道府県の私学担当部署に
働きかけを⾏ってください。

○更に、添付ファイルのポンチ絵では、幼稚園負担 1/3 と書かれていま すが、都道
府県の判断で、幼稚園の負担を更に軽減することが可能です。
その場合、国は従来どおり「都道府県補助額の 1/2 以内を補助」 （都道府県と同
額を負担）することとされています。

-7-



〈具体例〉

例１ 幼稚園負担 1/3 の場合、国・都道府県負担は 2/3 となります。
この 2/3 に対して、国が 1/2 を補助します。

その結果、負担割合は、幼稚園 1/3、国 1/3、都道府県 1/3 と
なります。

例２ 幼稚園負担ゼロの場合、国・都道府県負担は 10/10 となります。
この 10/10 に対して、国が 1/2 を補助します。
その結果、負担割合は、幼稚園ゼロ、国 1/2、都道府県 1/2 と
なります。
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例３ 幼稚園負担 1/4 の場合、国・都道府県負担は 3/4 となります。
この 3/4 に対して、国が 1/2 を補助します。
その結果、負担割合は、幼稚園 1/4（2/8）、国 3/8、都道府
県 3/8 となります。

例４ 幼稚園負担 1/5 の場合、国・都道府県負担は 4/5 となります。
この 4/5 に対して、国が 1/2 を補助します。
その結果、負担割合は、幼稚園 1/5、国 2/5、都道府県 2/5 
となります。

各都道府県団体は、1/3 に縛られることなく、更なる負担軽減を求め
て、情報収集を⾏っていただくとともに、各都道府県の担当部署等に
働きかけをおこなってください
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令和５年度の取扱いについて

○現在検討中ということであり、現時点で⽅向性は⽰されて
いませんが、引き続き、⽂部科学省から情報収集を⾏います。

全⽇私幼連としても、施策に優先順位を付け、要望活動を
⾏いたいと考えています。
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都道府県が10/10補助
すれば、国から5/10
補助する!
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②研修ハンドブックのE(保育実践)の問題

研修ハンドブックのE(保育実践)が⼤阪府で処遇改善Ⅱ対象者が
修了すべき研修には当たらないと指摘された案件がありました。

他の都道府県でもそうした指摘を受けることがあるかもしれません
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つまり・・・・、
研修ハンドブックEの保育実践は、前ページのウ(保育実践研修)
に該当するものではなく、ア(専⾨分野別研修)に該当します。

という説明をする必要が場合によってはあります。
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③処遇改善加算Ⅱの対象⼈数の問題

⼤阪府堺市で、加算Ⅱ算定対象⼈数の職員がひとりでも15時間
の研修(令和5年度の加算Ⅱ-①の⼈数A・・・つまり4万円対象者)
をひとりでも修了していなければ、全額⽀給されないと⾔われ
たことを受けて・・・・・。
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◆市町村が通知する「加算Ⅱ算定対象人数」

と

「賃金改善計画書 （処遇改善等加算Ⅱ）」

の人数は一致するとき限らない。

例 加算Ⅱ算定対象人数がA10名で、B6名の場合、令和5年度に

15時間の研修を修了している者が9名だとする。

この場合、賃金改善計画書には、A9名・B6名で申請する。

令和6年度には30時間のAが7名、15時間のBが4名だとする。

この場合、賃金改善計画書には、A7名・B4名で申請する。
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市町村への伝え⽅としては、「研修修了者が算定対象⼈数より
少ないので。」という⾔い⽅ではなく・・・・、

「中核リーダ・専⾨リーダー(もしくは副主任保育⼠)に該当する
職員が算定対象⼈数より少ないので、賃⾦改善計画に挙げた⼈数
で申請します。」という⾔い⽅が望ましい。
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